
I　はじめに

　従来のホブスン評価1）は，過少消費説に注目
したものが大部分であり，それが彼の思想，理
論，政策の基礎にあるというものであった．こ
のような理解が根拠に欠けているという訳では
ないが，彼独自の「レント」と「余剰」の概念
に基づいて展開された分配の理論がその根拠に
据えられているという事実は，ごく少数の例外
を除き，従来ほとんど吟味されてこなかったよ
うに思われる2）．つまり，彼の過少消費説が独
自の分配論に基づいて展開されたという側面に
留意して思想全体像を再構成する，という問題
関心がほとんど存在しなかったのである．
　ホブスンの分配論は，生産要素所得あるいは
収入がすべてレントを含むと捉えている点に特
徴がある．ホブスンは，土地に対する報酬＝地
代を rent, 資本に対する報酬＝利子を rent of

capital，労働に対する報酬＝賃金を rent of ability

と名付け，さらに，価格が 3つのレントから構
成されているという事実，すなわち「レントの
法則」を指摘した上で，レントから利益（gain）
が発生し，利益から余剰（surplus）が発生する
と説明したのである．分配論は「レント」，「利
益」，「余剰」という概念装置を用いて組み立て
られていたことになり，ホブスンの新自由主義
的社会改革思想の根底に，分配論が刷り込まれ
ていたことは間違いないと言ってよい．

　とすれば，問題は，次のように問われなけれ
ばなるまい．まず第 1に，ホブスンが当時の経
済学の一般的潮流とは異なる理論，すなわちレ
ント概念を基軸にした分配論をなぜ主張しなけ
ればならなかったのか．第 2に，そのレント論3）

（すなわちレント概念を基軸にした分配論）の
内容と構成はどのようなものであり，レントと
利益と余剰がどのように関係付けられていたの
か．そして第 3に，このようなレント論が構想
されるに至った時代的背景はどのようなもので
あったのか．要するに，レント論と過少消費説，
新自由主義，政策としての社会改革との相互関
連性はどのようなものであったのか，という問
題である．本論文は，レント，利益，余剰とい
う 3つのターム・概念装置と相互の関連性を内
在的に再構成し，様々な政策提言の基礎として
持つ有効性や意義を浮き彫りにしようと試み
る．
　本題に入る前に，必要な限り簡単に，19世
紀末におけるレント論の展開過程とホブスンの
特徴について確認することから始めよう．

II　レント論の系譜と広がり

　1870年代の限界革命の発生以降，経済理論
研究における最重要課題は，限界原理を基本に
した分配論（限界生産力説）4）の構築であった．
限界原理が浸透した結果，19世紀から 20世紀
にかけて限界生産力説が支配的な地位を占める
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ようになる．経済学のこうした潮流のなかで，
ホブスンは独自のレント論を提唱した訳であ
る．
　このホブスンの提唱の理由として，プライス
が指摘（Price 1891）したように，議会の土地
所有に関する各種法律の改正，すなわち土地の
独占的占有の拡大およびそこから発生する多大
なレントを阻止する試みがあったという歴史的
事情の存在を否定できないだろう．だが，これ
は十分な説明にはならない．というのは，当時
の経済学の主流派であった限界原理は，結果と
しての公正な分配を示す手段に過ぎず，現実に
存在しているレント，利益，余剰を認識してい
ないため，これを説明する余地がなかった，と
ホブスンが説明しているからである．「限界主
義者の学説によって補強された古典派経済学で
は，分配の合理的説明ができない．合理的，自
然的かつ公正な分配は単に仮定されたもの5）に
過ぎない」（Hobson [1936] 1991, 52 /訳 34）とい
う主張に明らかであろう．
　言い換えれば，限界生産力説は，「費用と実
質所得として分配された生産物が等価である」
（44 /訳 27）こと，すなわち，総生産物の販売
価格の合計が総費用の合計ないし分配された総
所得と常に等しいことだけを説明する「等価の
定理（theorem of equivalence）」（44 /訳 27）を
主張しているに過ぎず，全所得＝全費用＝全生
産物という関係は常に実現可能かどうか，ある
いは反対に，それらが等しくならない原因を究
明していない，とホブスンは批判したことにな
る．つまり，限界原理は結果を説明するだけ6）

であり，なぜ分配が等価になるかの原因を説明
できないという批判なのである．
　要するに，ホブスンによれば，レント論は，
人間行動，社会変化の原因を追求する理論であ
るのに対して，限界原理は，人間行動，社会変
化の原因を究明できず，「限界主義の厳密な論
理は人間の問題に解決策を提供できない」（41

footnote /訳 25注釈）という訳である．この限

界原理は結果として価格の分配を決定すると指
摘しているだけであって，価格変化，経済変化
を発生させる原因を提示できないという側面に
注目する限り，価格変化，経済変化を引き起こ
す原因を説明するために，ホブスンが独自のレ
ント論を構想したと考えられる．
　加えて，ホブスンによれば，レント論の目的
は残余説（residual claimant）7）の一掃にもあった．
残余説とは，リカードウが指摘したように，限
界地では地代が発生しないため，価格は賃金と
利潤から構成されるという理解のことである．
賃金は生計費で決定され，価格の残りの部分，
すなわち残余が利潤になると説明される．賃金
や利潤がそれぞれ個別の原理から決定されれ
ば，価格からこれらを差し引いた部分，すなわ
ち残余が地代になるというのが残余説と呼ばれ
る．

どのように行われるか（how it is done）を簡
単で分かりやすく示すためのまやかしの方法
である様々な残余説は経済学の進歩を妨げ
た．正確な分配論の基礎を作るためにレント
の法則を適応しようという試みは新しく，単
純な大まかな法則（rule of thumb）に光を当
てるために提出した訳ではないが，おそらく，
科学のこの分野が直面する多数の困難さの特
徴やその原因をより明確に示すことに役立
つ．（Hobson 1891, 288）

　現実の経済現象は有機体的過程であり，これ
を分析するためには，個別の決定理論や限界原
理を用いるより，むしろ全体を統一的に決定す
る理論が必要である．「経済学者が地代，利子，
利潤，賃金を決定するため個別の諸法則（laws）
を認めていること，それが私をこの試みに駆り
立てる原因となった．現実の経済過程では，す
べての生産要素が協調することが求められてお
り，その協調は有機体的過程である」（Hobson

1938, 43―44 /訳 39）と述べていることから分か
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るように，ホブスンは，レント論が有機体的過
程を容易に説明でき，生産要素に対する報酬を
統一的に説明できると指摘している．言い換え
れば，「私の主な関心は賃金，地代，利子，利
潤の諸法則（laws）を統一的に提示するため，
取引過程に首尾一貫した説明を提供することで
あった」（165 /訳 149）．
　しかし，なぜ取引過程なのであろうか．ホブ
スンは次のように言う．「これらの限界的な買
い手や売り手は彼らがすべてを売り買いできる
点で価格を決定するが，他の買い手や売り手は
この価格から十分な誘因以上の何かを，すなわ
ち余剰を得ている．土地に対する差額地代以上
のものに対応する余剰は合理的で，公正な根拠
がない．それはすべての消費財，生産財あるい
は生産的サービスに対する市場の取引過程に広
がる不合理な要素である」（47―48 /訳 42―43）
と述べ，取引過程では差額地代以上のものが常
に発生しているため，その原因を解明できるの
はレント論だけである，と強調する．というの
は，限界原理に立脚する限り，賃金は常に限界
労働者のそれと一致することになるが，有機体
的過程，つまり現実の取引過程のなかでは，賃
金は限界労働者のそれと一致するとは限らな
い．労働者の質的・制度的相違のため，異なる
賃金が発生するからである．

現代の経済学者は最も能率の悪い労働者の賃
金が生産物の価格に計算されることを認める
が，決定因となる労働者と限界的労働者を区
別していない．実際には，前者に属する決定
的な影響力が後者にもあると解釈するのであ
る．異なった労働市場では，様々な異なる限
界的労働者が存在するということをすべて付
け加えなければならない．価格に表れる多く
の労働の限界レント（時には希少性に対する
レントも含まれる）があり，また価格に表れ
ない多くの差額レントがある．（Hobson [1900]

1972, 169）

　このようなホブスンのレント概念に対して
は，当時も批判があった．例えば，ウォーカー
は，差額地代を全生産要素に適応できるという
ホブスンのレント論は根拠が薄弱であるとし
て，ホブスンの場合は「利子や賃金は生産物価
格に算入するが，レントは価格に算入しないと
いう事実を強調しているにすぎない．なぜ利子
と賃金だけが支払われなければならないかとい
う根拠を示すことができたとしても，レントと
生産費の関連性が変わる訳ではない」（Walker

1891, 424）と批判していた．さらに，価格は利
子と賃金だけから構成されており，地代が価格
を構成することは決してないから，「事実上，
この問題に関しては，115年以上も前にアダム・
スミスが述べたものに付け加えるものはなにも
ない」（425）とホブスンのレント概念の根拠に
も疑問を呈していた．
　同様に，ラフリンも，「土地と労働は市場に
提供されている商品であるが，その起源も性質
も異なっており，また土地，資本，労働が互い
に異なっているという重大な生産要素の相違を
無視することになり，分配の問題の本質的な困
難さを無視することになる」（Laughlin 1904,
310）と述べて，生産要素の本質的相違を無視
したレント論では統一的分配を説明することが
不可能であると指摘している．土地，労働，資
本の性質は基本的に異なっているため，これら
の報酬をレントという一括した名称で表すこと
は不可能であり，「彼は 3つの本源的要素の類
似性を指摘しようと試みたが，土地の性質が労
働や資本と基本的に異なるという明白な特徴を
見逃している」（317）と言うのである．生産要
素の本質的相違を無視したレント論では統一的
分配を表すことなど不可能であるとして，
ウォーカーと同様にホブスン流のレント概念の
根拠を批判しているのである．
　だが，フェビアン協会8）のメンバーがリカー
ドウの差額地代説を発展させたレント概念をホ
ブスン以前に主張していたことを忘れてはなら
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ない．特に，S.ウェッブは，1888年（Webb

1888）に差額地代を独自に発展させたレント論
を発表し，資本主義システムの矛盾点を露呈し
ようと試みたからである9）．
　ホブスンが最初にレント論（Hobson 1891）
を発表した時期，彼はフェビアン協会の会員と
頻繁に懇談しており，彼らと少なからぬ思想的
な共感10）があったことを考慮すれば，彼らのレ
ント論の影響を受けなかったと考えることのほ
うが不自然であろう．とすれば，ウェッブの影
響の下に，ホブスンがそれをさらに発展させ，
独自のレント論を提唱した可能性は十分にあ
る11）．
　ウェッブは，生産要素の質的相違を前提にし
た上で，差額地代をレントと捉えただけでなく，
さらに，土地，労働，資本には常に最小の報酬
が存在すると捉え，それぞれを「経済的地代
（economic rent）」，「経済的賃金（economic wag-

es）」，「経済的利子（economic interest）」と名付
けた．その上で，最小の報酬を上回る部分を「経
済的レント（economic rent）」12），「余剰（surplus）」
と呼び（Webb 1888, 201―02），資本主義とは「経
済的レント」や「余剰」をもたらすシステムで
あると捉えていた．
　これに対して，ホブスンは，「経済的地代」，「経
済的賃金」，「経済的利子」を一括して限界レン
ト（marginal rent）と呼び，さらにウェッブの「経
済的レント」や「余剰」を生活水準の向上に役
立つ差額レント（differential rent）とその役割
を持たない強制レント（forced rent）という 2

種類のレントとして捉え直した（Hobson [1900]

1972, ch. 4）．ホブスンのレントの概念について
ウェッブの影響があったことは否定できない
が，次節の立ち入った考察が明らかにするよう
に，ホブスンのレント論はレントの 3分類を基
礎にして，まずレントをより現実的な現象と結
びつけるために利益（gain）という概念を提示
し，さらに利益を政策的観点から捉えるために
余剰という概念を提示している．つまり，基礎

理論としてのレント，レントを現実に発生して
いる現象として捉える利益，さらに利益を政策
的な観点から捉える余剰という重層的ターム・
概念装置を用いて，ホブスンはレント論を展開
していくのである．
　ホブスンと同時期にレント論を定式化したの
は，J. B.クラーク（Clark 1891）13）であった．ホ
ブスンとクラークのレント論の特徴について
は，「ホブスン氏は，土地と同様に労働，資本
についてもレントの法則を適用できると主張し
ているに過ぎない．またクラーク教授も同様で
ある．しかし，前者は賃金が通常の 1日の労働
時間（例えば 1週当たり 15シリング）に対す
る最小の受け取り額を上回る支払いを意味して
おり，利子が 1年間に例えば 3%という最小の
利率以上であることを意味している．一方，ク
ラーク教授は雇用された労働者や利用された資
本にレントの法則を拡張することを模索してい
る」（Walker 1891, 431）というウォーカーの鋭
い指摘がある．
　つまり，クラークは最小のレントが存在して
いるとの想定の下で，賃金，利子，地代が他の
最小のレントにより，それぞれの報酬を決定す
るということ，すなわち，（1）地代と賃金の関
係については，差額地代が発生しない状態で賃
金が決定し，（2）利子と賃金の関係については，
最低利子率の状態で賃金が決定し，（3）賃金と
利子の関係については，最低賃金の状態で利子
が決定するという限界生産力説を展開した．
ウォーカーの指摘を生かしつつこれを言い換え
るなら，クラークは，最小のレントにより，そ
れぞれの報酬が決定するとの限界生産力説を提
唱して，価格とそれぞれの報酬との関係を示し
たが，ホブスンは，価格が限界レント，差額レ
ント，強制レントから構成されているという独
自の概念を用い，所得分配について，限界生産
力説とは全く異なる独自のレント論を提唱し
た，ということになろう．
　他方で，マーシャルは，価格を費用から分析
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した場合，価格が費用の合計値以上になること
に注目し，両者の差を埋めるものとして準地代
（quasi-rent）の概念を提示していた．しかも，
準地代は地代，賃金，利子のすべてに発生する
ということを認めて，「機械や人間によって作
られ，その他の生産の装備から得られた所得に
準地代という言葉を用いるのが慣わしになって
い る 」（Marshall [1890] 1997,（1）74 / 訳（1）
106）と主張しているから，準地代の概念がホ
ブスンの主張するレント概念と大きく重なるこ
とは確かである．
　もっとも違いも明白であって，準地代の発生
は時間の概念に基づくものであった．「改良が
十分な結果を期待される期間に比べ短期間であ
るため，短期にはそれらは発生するが，長期に
は改良が正常な利潤を与えるのに十分な純所得
を発生させるため，供給価格に直接的な影響を
与えることはない．そのような短期を扱う場合
であれば，これらの所得は生産物の価格に依存
して決まる準地代と見なされる」（（1）426 /訳
（3）145―46）と述べ，短期では準地代が発生す
るが，長期では発生しないと指摘していた．こ
れに対して，ホブスンは，現実の資本主義が有
機体的過程であるため，短期，長期という期間
にかかわらず，価格は常に変化すると理解して
おり，レントの概念なしには，価格変化の原因
を突き止められないという理解なのである．主
流派が主張する「等価の原理」や限界生産力説
は，変化の結果を示すことはできるが，変化そ
のものの原因を説明することができないという
ホブスンの主張は，このような言い分を持って
いたのである．この限りにおいて，ホブスンは，
主流派の経済学者から遠いことは確かである
が，レント概念に注目するならば，クラークや
マーシャルと重なる問題意識に立っていたこと
も明らかである．

III　レント論の構造

　この節では，ホブスンのレント論を主として

The Economics of Distributionを典拠とし，レン
ト，利益，余剰という 3つのカテゴリーの違い
に注目しながら，内容的に再構成しよう14）．

1.　レ　ン　ト
　ホブスンは，レントは，生産要素から得られ
る全般的な所得，収入という幅広い概念であり，
土地に対する報酬を rent, 資本に対する報酬を
rent of capital, 労働に対する報酬を rent of ability

と呼び，価格がこれらから構成されることを提
唱した．
　レントは，限界レント，差額レント，強制レ
ント15）に分類され，価格がこれらから構成され，
土地，労働，資本の報酬もこれらから構成され
るとホブスンは指摘している．
　土地の場合，限界レントは，ある目的で土地
を利用した結果から発生する．つまり，限界レ
ントには，土地をそのままの状態に保つための
各種土地改良や農業技術等の費用が含まれる．
差額レントは，土地の肥沃度の差や土地を他の
用途に利用することから発生する．すなわち，
差額レントは，耕作の限界地以上に農業生産物
を増大させるため，例えば灌漑施設を充実させ
る費用，各種の耕作を向上させる費用等を総計
した費用から構成され，限界レントに付け加え
られる．強制レントは，土地の独占的占有や土
地を獲得する競争を妨げるものから発生し，土
地の生産性向上には役立たないものであるが，
限界レント，差額レントに上乗せされる．
　資本の場合，限界レントは，現在の資本を維
持するための最低限の経費に現在の経営を維持
するための経営者の最低限の賃金あるいは報酬
を加えた合計値である．差額レントは，資本・
設備の相違や資本の規模の相違，経営者の教育
や資質の相違から発生する．すなわち，資本生
産性や経営能力を向上するための費用であり，
限界レントに付け加えられる．強制レントは，
大企業による市場支配力の増大や資本所有の独
占等による古典派，新古典派の言う自由な資本
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市場が妨げられることから発生し，資本生産性
の向上には役立たないものであるが，限界レン
ト，差額レントに上乗せされる．
　労働の場合，限界レントは，現在の労働者の
生活水準を維持・再生産する最低の生計費と一
致したものである．差額レントは，労働者の教
育水準向上のための費用，特殊技能の獲得等に
よる労働生産性を向上させるための費用であ
り，限界レントに付け加えられる．強制レント
は，独占的労働の利用等による古典派，新古典
派の言う自由な労働市場が妨げられることから
発生し，労働生産性の向上には役立たないもの
であるが，限界レント，差額レントに上乗せさ
れる．
　以上，要するに，限界レントは，最低限の生
活水準や生産性を維持するために必要とされて
おり，差額レントは，直接的であっても間接的
であっても，生活水準や生産性の向上を図るた
めに必要とされるが，強制レントは，生活水準
や生産性の維持・向上に一切役立たないとされ
るものである．つまり，限界レントや差額レン
トは何らかの形で生活水準や生産性の維持や向
上に役立つが，強制レントはそれらの維持や向
上に役立たないばかりではなく，むしろ有害な
ものとされる．ただし，差額レントや強制レン
トは利用されている資本に対する特許，保護関
税等により，両者とも上昇することがあるが，
強制レントは競争を阻害する要因からだけ発生
するという特徴がある．強制レントが発生する
条件とは，ホブスンの想定する特殊化した利用
（specialized employment）16）である．
　特殊化した利用を前提に，土地を見るならば，
質的相違に応じてすべての土地に，限界レント，
差額レントそして強制レントが発生することに
なる．

最悪のホップ生育地，最悪の市場向け農園，
最悪の建設用地はプラスの地代を支払う．な
ぜなら，これらの目的のためには最悪な土地

であったとしても，小麦栽培，牧草地等の他
に転換できる用途を持っている土地は，限界
地ではないからである．（Hobson 1938, 45 /訳
40）

　主流派経済学は労働の同質性を主張するが，
ホブスンの前提の下では，労働でも同様に，熟
練，地域性，人種，教育等の相違から，様々な
レントが発生し，それが収入に反映されること
になる．「かれらは労働市場が 1つだけでなく
多数あるということ，また地域性，人種，教育，
産業上さらに社会的な区分けから互いに区分さ
れているという事実を正当に評価しなかった」
（Hobson [1900] 1972, 161）と，常に様々なレン
トが発生しているとホブスンは指摘する．
　加えて，主流派経済学は資本を価格から評価
できると主張するが，資本を具体的なものとし
て見ているホブスンの場合には，その形態，利
用目的，生産効率，資本集約度，利用頻度，耐
久性，資本設備等の相違に応じて，常に様々な
レントが発生するため，それの相違が収入の差
になる．
　有機体的過程では，同じ生産要素をより効率
的なものに置き換えるという互換可能性だけで
はなく，生産要素相互の互換可能性も常に発生
しているため，「この互換可能性（interchange-

ability）が分配論を理解する上で非常に重要な
事実」（139）になる．ホブスンは，生産要素の
互換可能性を代替の法則（Law of Substitution）
と呼び，「代替の法則は，価格を評価する場合，
土地耕作の限界収益点ではなく，土地，資本，
労働の複合体の限界点に置き換えるべきだとい
うことを求めている」（159）と主張する．生産
要素間に存在する質的相違は，程度の差こそあ
れ，資本と労働にも存在するのであるから，土
地の「耕作」を資本と労働の「利用（employment）」
に呼び変えることも可能になるため，地代，利
子，賃金をそれぞれ rent, rent of capital, rent of

abilityと呼ぶことができる．つまり，「耕作の
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限界収益点を利用の限界収益点（the margin of

employment）とより適切な用語に呼び換えるな
らば，土地に適用した議論と全く同一の議論を，
資本や労働にも適用できると分かるはずであ
る」（Hobson 1891, 265）．
　とすれば，「分配は，売買取引と呼ぶ以外に
より良い用語がないが，取引過程で調整され，
決定される」（Hobson [1900] 1972, 2）現象であ
るため，取引過程で決定したレントの合計が価
格を決定することになる17）．ホブスンは生産要
素の質的相違とともに，市場参加者にも質的相
違があることを認める．要するに，市場参加者
の受け取る金額，数量も，質的相違に応じて変
化するという事実が浮き彫りにされるのであ
る．したがって，価格が変化する範囲は，個々
の需要者，供給者が持っている交渉力等から決
定され，「価格を決定する方法は（a）競争が 1

つの価格を決定するというより，むしろ 1つの
価格へのアプロ一チにすぎない，（b）価格がた
だ 1人の需要者や供給者の卓越した交渉力から
決定されると分かる」（19）ことになる．
　ホブスンが主張している変化する価格と，古
典派や新古典派の言う均衡価格の関連について
は，「正常価格は市場価格の平均値に他ならな
いものであり，それ自身，異なる市場で平均し
た価格の数により変化する」（56）という指摘
から分かるように，両者は全く無関係であり，
短期，長期にかかわらず価格は 1つに収斂しな
いと説明している．言い換えれば，均衡価格は
変化する価格の平均値にすぎないのである．た
だし，価格は無制限に変化するのではなく，あ
る範囲内で変化する．ホブスンはこの範囲を限
界対偶論18）によって示している．
　19世紀から 20世紀のイギリス経済をホブス
ン流の限界レント，差額レント，強制レントと
いうタームで解釈してみよう．私有財産として
の自らの価値を維持している部分が限界レント
であり，土地の生産性向上や資本の生産性向上，
さらに才能や能力等の労働の生産性向上を表し

ている部分が差額レント，独占的土地の所有だ
けではなく，大企業の独占的・寡占的市場支配
力に基づいて発生するのが強制レントである．
この 3種類のレントにより，イギリス経済の分
配がなされている．要するに，19世紀から 20

世紀におけるイギリスの分業構造の変化に伴う
生産性の向上，さらに自由競争の推進や社会改
革政策の実施による生活水準の向上は，限界レ
ントや差額レントが上昇した結果，発生したと
理解できることになる．他方，ホブスンが目の
当たりにした 19世紀末のイギリスの経済では，
大都市という限られた土地の独占的所有，熟練
労働と未熟練労働の存在，生産性の低い資本設
備と生産性の高い資本設備の併存が常態であ
り，まさに「代替の法則」が顕著であった．都
市と農村における富・労働・住宅の分配の偏り，
富者と貧者の格差の拡大，豊かな労働者と貧し
い労働者，大量の失業者，貧困層の増大，さら
に多数の中小企業と少数の寡占・独占企業の混
在，企業間の競争激化が膨大な強制レントを発
生させている，とホブスンは理解していたので
ある．まさしくこの意味で，抽象的レベルでは
あるが，3種類のレントがホブスンの分配論の
基礎に位置付けられるのである．

2.　利　益
　ホブスンのレント概念は，資本主義体制の現
実的分析にそのまま適用できたし，むしろその
目的から構想されたと理解できるかもしれな
い．だが，限界レントの大きさこそ分かるとは
いえ，差額レントや強制レントの大きさは不確
定であり，具体的に捉えることが難しい．そこ
で，ホブスンは，現実の資本主義経済分析のた
めに，抽象的な概念としてのレントを具体的に
認識可能な利益という概念に置き換え，資本主
義体制の現実的プロセスを把握しようと試みる
のである．
　利益もレントと同様に，生産要素や市場参加
者の質的相違から発生するため，「取引から発
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生した利益（advantage）の分配は，第 1に買
い手や売り手の卓越した影響力あるいは抜け目
のなさ（交渉力），第 2に買い手や売り手の市
場価格に対する評価の相違に依存している」
（19）のであって，現実の資本主義システムでは，
利益も取引過程から発生することになる．とい
うのは，短期・長期にかかわらず，利益も取引
過程から発生し，質的相違に応じて獲得する金
額・数量が決定されるのであれば，「交換過程
での交渉力の優位性から強制利益が発生する．
完成した商品に対する支払いに関する正確な分
析は，生産要素の所有者に様々な段階で支払わ
れる大きな利益の存在を明らかにする．優位性
を持つ生産要素があるならば，生産要素の利用
についての市場の研究は長期にさえ，それらが
等しく分配されると想定する根拠はないことを
示している」（349）ことになり，利益が現実の
資本主義の分析に役立つことになる．
　利益は市場参加者の気力や技術の相違から発
生する強制利益（forced gain），市場参加者の価
格に対する評価の相違から発生する特別利益
（specific gain）19），一定範囲の価格の評価を超え
た市場参加者に発生する差額利益（differential

gain）から構成される．
　土地の場合，差額利益は，土地の肥沃度を高
め，土地の生産性の向上をもたらすための費用
から構成され，直接・間接を問わず生活水準の
向上に役立つ部分である．強制利益は，土地の
独占的所有や土地を獲得する競争を妨げるもの
から発生し，土地の生産性や生活水準の向上に
役立たない部分である．
　資本の場合，差額利益は，資本・設備の相違，
経営者の教育や知識の相違，資本の規模の相違
から発生し，直接・間接に資本の生産性や生活
水準の向上に役立つ部分である．強制利益は，
大企業による市場支配力の増大や資本所有の独
占等，いわゆる古典派や新古典派の言う自由な
資本市場が妨げられることから発生し，資本の
生産性や生活水準の向上に役立たない部分であ

る．
　労働の場合，差額利益は，労働者の教育水準
の相違，特殊技能の所有等から発生し，直接・
間接を問わず労働の生産性や生活水準の向上に
役立つ部分である．強制利益は，独占的労働の
利用等，いわゆる古典派や新古典派の言う自由
な労働市場が妨げられることから発生し，労働
の生産性や生活水準の向上に役立たない部分で
ある．
　つまり，利益とレントの関係について言えば，
差額レントが差額利益，強制レントが強制利益
に対応していることになる．

利益を獲得できる可能性，また利益の大きさ
を決定する要因が生産要素や市場参加者の質
的相違にあるため，市場参加者の質的相違に
応じて，利益を獲得できる者とできない者が
発生する．もし，利益が市場参加者の説得力，
競争力，評価の相違に対応するならば，利益
が獲得できたとしても，受け取る利益の大き
さは変化する．さらに，利益は市場の規模，
すなわち市場での競争の自由の度合いに応じ
て変化する．（33―34）

　現実の資本主義では，常に大きな利益が発生
しているが，その原因は生産要素の質的相違や
市場参加者の説得力，競争力，評価の相違や市
場の自由度の変化にある．すなわち，利益を獲
得できる者とできない者が並存するのは，現実
の資本主義体制に組み込まれている取引過程で
の多様な変化がその原因になる．
　それゆえ，ホブスンは，強制利益が土地の独
占的所有や大企業による競争の自由を阻害する
行為から発生することになると主張する．「競
争の自由を制限するにより，強制利益が獲得で
きる」（351）こと，これが資本主義の特徴だと
言うのである．
　「価格や価値を決定する限界的取引でさえ，
強制利益の要素は常に現れる．市場が大きくて
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自由な場合にはより小さくなるが，市場が小さ
くて制限されている場合にはより大きくなる」
（98）とホブスンは指摘する．要するに，現実
の資本主義では，利益を獲得できる人とできな
い人が並存するため，利益がますます大きな不
平等を生み出す原因になっている，と言うので
ある．

異なる買い手や売り手の経済資産の変化は，
差額利益に強制利益を付け加えたありふれた
価格で販売されることにより，分配の不平等
を一層増加させる．（98）

3.　余　剰
　資本主義体制の構造を日常的経験に属する利
益という概念から具体的に捉え直したホブスン
ではあるが，さらに政策論的な観点から資本主
義構造を捉えていくために，彼が提起したのが
「余剰」である．もっとも，このような特殊な
見地から着想されただけに，余剰概念はきわめ
て分かりにくくなっていることに注意する必要
がある．結論としては，ホブスンの場合，「余剰」
は 2つの見地から構想され，定式化されたもの
であることを見逃さないことが重要である．す
なわち，第 1の見地は，レント，利益概念の延
長線上で生産要素のアンバランスから発生する
という理解，さらに，第 2の見地は，対費用20）

との関係から発生するという理解である．
　第 1のそれについては，「資本，労働，土地
がすべて利用されている生産過程では，所有者
が組織化した装置を採用すること，あるいは不
慮の事故と呼べるような他の事態の発生から，
ある要素あるいは他の要素の供給が相対的に不
足しがちになる．この場合この要素の総供給は
価格に余剰の要素を追加したものになると考え
られる．この過程に直接的であれ間接的であれ，
多数のさまざまな種類の資本，労働，土地が利
用されるならば，ある要素あるいは他の要素に
付随して余剰の要因が発生する」（355）と指摘

する．つまり，資本主義体制では，生産性の部
分的な変更や停滞によって，生産要素の安定的
供給ができないことが不可避であり，その場合
にはどこかで必ず余剰が発生することになる，
と言うのである．ホブスンの場合，余剰は不完
全競争市場で発生する現象であると捉えてお
り，「事業や産業において，もし資本，労働，
他の生産要素の最終単位が生産したものと正に
等しい価値を得るならば，この場合，限界支払
いを超える余剰は発生しない」（Hobson 1925,
352）ことになる．
　余剰の大きさや分配は生産物に対する消費可
能性，生産要素の供給量，技術進歩の程度など
に左右されて決まる．つまり，「生産要素の所
有者が獲得する余剰の分け前と金額は，（1）消
費の特性，（2）供給の自然条件に関連した産業
技術の成長という 2つの一般的条件から決ま
る」（Hobson [1900] 1972, 357）という指摘に明
らかなところであるが，これはあくまでも「取
引過程」で発生する，と理解されていることが
重要なポイントである．取引過程で発生する余
剰の獲得者がごく少数の土地の独占的占有者や
寡占・独占企業等に限定できるため，「余剰は，
資本と労働あるいは土地と労働の関係から発生
するのではない．すべての競争的取引から発生
して，より強力な取引者が獲得する．なぜなら，
近代産業では，資本，土地，事業能力の所有者
がより強力な取引者であると通常認められてお
り，彼らが余剰の大部分を獲得するからである」
（357）と述べ，レント，利益と同様に，余剰の
分配も取引過程で決定される，とホブスンは指
摘するからである．
　したがって，こうまとめることができよう．
余剰は発生した全レントから限界レントと差額
レントを差し引いた強制レント，また全利益か
ら差額利益を差し引いた強制利益に等しい．し
かし，強制レントや強制利益と異なり，差額レ
ントや差額利益は古典派・新古典派が想定する
ような完全な意味での自由競争下においても発
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生する可能性を持っているため，「差額レント
は余剰を構成するものではない」（352）という
ことになる．
　　　レント＝限界レント＋差額レント
　　　　　　　＋強制レント
　　　利益＝強制利益＋差額利益
　　　強制レント＝強制利益＝余剰
という一連の関係に，不労所得（unearned in-

come）の概念を追加すれば，
　　　強制レント＝強制利益＝余剰＝不労所得
となることは明らかであり，「強制利益あるい
は不労所得の分け前の増加が企業家の企業利潤
の形態と同じであるという理解を維持・仮定す
ることには十分な根拠がある」（351）ことにな
ろう．
　第 2のそれについては，余剰は価格を構成す
るが，しかしあくまでも費用が支払われた後に
残った生産物を表しているだけであること，す
なわち「価格－費用＝余剰」という側面を強調
した点に特徴がある．加えて，この「余剰」は
大別して 2つの概念，つまり，a.生産力を増加
させるために利用され，社会を発展させる原動
力になり，資本主義を発展するために不可欠な
ものである生産的余剰（productive surplus）と，
b.生産力の増加に一切役立たたず，資本主義を
衰退させ，貧困・失業・不況を発生させる不生
産的余剰（unproductive surplus）とから成り立
つとホブスンは主張している．余剰を生産的余
剰，不生産的余剰に分類した目的は，余剰が進
歩に必要不可欠な部分と不必要な部分に分類さ
れることを提示することにより，これらが同一
視される危険性を避けようとしたと推測できる
であろう．この分類により明らかになった特徴
について，ホブスンは次のように指摘している．

1.　費用は，他の財と等価物であったとして
も生産物の一部であり，ある生産要素の生
産的エネルギーの経常的産出物を維持する
ための支払いに不可欠なものである．

2.　余剰は，費用が支払われた後に残る生産
物の一部である．これは生産的と不生産的
余剰に分割される．

3.　生産的余剰は，費用を超えた支出から生
産要素の所有者に対して支払われる部分で
ある．他の要素と比例的な調和を保ち，他
の生産要素と結合した場合には，生産物の
増加や品質の改善を生み出すことができ，
産業構造に活力の増加をもたらすために不
可欠なものである．

4.　不生産的余剰は，生産要素の所有者に対
する支払い（地代，過剰な利子・利潤・給
与という形態）である．産業構造の活力を
強化するために不可欠なものとはいえな
い．

5.　生産支出（expenses of production）は，生
産要素を供給する現実の市場状態にした
がって，生産要素の所有者に対してなさ
れる支払いである．これらには，（1）費用，
（2）供給の自然的・人工的な希少性を通して
生産要素所有者に発生する生産的・不生産
的余剰が含まれている．（Hobson 1909b, xi）

　以上の分類から，費用と余剰の関係は以下の
式で表されることになる．
　　　価格＝費用＋余剰（生産的余剰
　　　　　　＋不生産的余剰）
　その上で，ホブスンは，費用，生産的余剰，
非生産的余剰を次のように具体的に説明してい
る（80）．
　費用は，a.現在の能力水準で，継続的に現在
の産出量水準を維持・継続するのに必要な様々
な種類の労働や能力の最低賃金，b.設備や固定
資本の消耗に対する減価償却，c.現存する設備，
資本の生産や維持にかかる貯蓄を支えるのに必
要な最低の利子，d.土地に対する損耗供給にか
かる費用の合計値であり，生活維持費（Mainte-

nance）あるいは生存費（cost of subsistence）と
呼ばれる．
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　生産的余剰は，a.様々な階層の労働の能力を
量的・質的に進歩させ，効率化させるために必
要な最低賃金，b.産業発展のために必要な新資
本量を供給するのに必要な貯蓄を喚起するため
の利益額の合計値であり，成長を促進する費用
（costs of growth）と呼ばれる．
　不生産的余剰は，a.土地や他の自然資源の経
済レント，b.生産的余剰以上の利益，c.生産要
素の使用を経済的に十分に喚起するのに必要と
される以上の能力や労働に対する利潤，給与や
他の支払いの合計値であり，不労利益（unearned

increments）と呼ばれる．
　したがって，前頁の式は，以下のように書き
換えることができる．
　　　価格＝生活維持費（生存費）
　　　　　　＋成長を促進する費用＋不労利益
　「一元的な手法の下で，消滅した差額レント
が価格に示されていないことは当然のことだ」
（Hobson 1909b, 137）という指摘から分かるよ
うに，費用は生活維持に必要な部分（限界レン
ト）だけから構成され，経済的進歩を促進する
部分（差額レントや差額利益）が含まれないの
である．つまり，資本主義体制の発展を維持す
るためには，生産的余剰という概念装置が必要
であると，ホブスンは言うのである．
　「余剰の不経済的分配を示している浪費をす
べて除けば，価格変化の影響をこうむったこれ
らのレントが表面的に絶えず変化するという性
質は，産業体制の働きに大いなる不都合や損失
をもたらす原因になる」（138）という指摘から
明らかなように，近代社会においては，価格か
ら生活維持費（費用）を差し引いた余剰部分は
常に大きくなり，その用途も明確でないため，
余剰を生活水準や生産性向上に役立つ生産的余
剰とそれ以外の部分である非生産的余剰に分類
しなければならないと，ホブスンは主張するか
らである．
　現実の資本主義体制では，価格と費用の差額
としての余剰（生産的余剰＋不生産的余剰）が

常に存在しており，また余剰の所有をめぐる紛
争が発生しているという事実もある．その限り
において，「もし，全生産物が必ず生産の費用
だけしか含まないならば，余剰は存在せず，余
剰の所有をめぐる紛争も起こらない．経済の平
和と秩序は関係するすべての当事者に公正を約
束する」（Hobson [1936] 1991, 45 /訳 28）ことに
なる．こうして余剰の存在は，所得分配が公正
に行われると主張する「等価の定理」や限界生
産力説を批判する根拠になるのである．
　もっとも，レントや利益概念から導出される
余剰概念と，費用から発生する余剰概念とは，
それぞれの定義にさかのぼって検討しつつ再構
成すれば，基本的には 1つのレント論としてま
とめることができる．つまり，2つの余剰概念
の関係は次のように理解できることになるので
ある．
　　　限界レント＝生活維持費
　　　差額レント＝差額利益＝生産的余剰
　　　強制レント＝強制利益＝余剰＝不労所得
　　　　　　　　＝不生産的余剰＝不労利益
要するに，余剰の概念について 2つの観点から
の理解が併存しているにしても，レント（限界
レント，差額レント，強制レント），利益（差
額利益，強制利益），余剰（＝不労所得）と費用，
生産的余剰，不生産的余剰がそれぞれ対応して
おり，両者が一体の関係にある（Hobson

1909b, ch. IV）ことから，ホブスンの余剰概念
がそのレント論の構成要因に組み込まれている
ことは間違いないのである．

　以上のように，再構成してきたレント論の体
系によれば，レントが概念的基礎であり，利益
はレントを基礎としながら，それをより具体化
するものとして，また資本主義体制で現実的・
経験的に認識できるものと捉えられていた．余
剰の概念は，レントや利益を基礎として，さら
にその延長線上で発生と存在を摘出したという
意味で理念的であり，加えて，資本主義体制の
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構造を価格と費用の関係から理解し，その発生
と具体的内容を示したという意味で政策的な見
地から捉え直された固有の概念装置であること
は明らかである．とすれば，現実の資本主義体
制では，不労所得や不労利益を始め，強制レン
ト，強制利益，不生産的余剰の発生が常態であ
り，これらは短期的・長期的にも発生している
という事実をホブスンはレント論の展開を通じ
て解明しようと試みていた，ということになる．
次節の内容を先取りすることになるが，本節で
再構成したホブスンのレント論と政策提言の理
論的根拠を手短に関連付ければ，次のようにな
るであろう．
　過少消費説は，貧困や失業の原因が消費力の
不足や生産力の不足にあるという主張である
が，ホブスンのレント論によれば，過少消費の
根源的原因は限界レントや差額レント，差額利
益，つまり生産的余剰が十分に提供されないこ
とにある，と説明できる．したがって，政府に
よる不労所得や不労利益への課税は，一方では，
強制レント，強制利益，不生産的余剰を減少さ
せる手段として，他方では，差額レント，差額
利益，生産的余剰を増加させる手段として有効
に作用し得ることになる21）．つまり，レント論
は社会改革政策を実施する際の政府による課税
の正当性・妥当性の理論的根拠となり得るので
ある．

IV　新自由主義的改革の理論的基礎
としてのレント論
―結びにかえて―

　新自由主義的改革の理論的基礎とレント論の
関係を明らかにするためには，時代的背景を考
慮した上で，問題を次のように問う必要があろ
う．まず，第 1に，ホブスンにおける新自由主
義の概念内容22）はいかなるものであったのか．
第 2に，新自由主義の実現のための手段である
社会改革はいかなるものであったのか．そして
第 3に，独自のレント論は新自由主義と社会改

革の理想とどのように結びついていたのか，と
いう問題である．
　19世紀後半のイギリス経済の現状について，
1886年商工業不況調査勅命委員会の調査報告
は，ロンドンの貧民問題と国内産業の不振によ
る失業問題が労働条件や生活環境と密接に関連
していることを指摘した上で，貧困や失業をあ
くまでも個人の問題と捉える自由放任的な解決
策に疑問を投げかけ，制度的な社会問題として
取り組まなければならないと提言した．ホブス
ンの新自由主義的社会改革の原理は，このよう
な時代背景のなかで生み出されたものであ
る23）．
　まず，「古い自由放任的な自由主義は死んだ」
（Hobson 1909a, 3）という主張から分かるよう
に，新自由主義登場の原因は，従来の自由放任
の自由主義が現実の経済的変化に対応できな
かったことにある，とホブスンは捉えていた．
自由主義がこれまで以上に経済活動や社会活動
を活発化させ続け，さらに有効であり続けるた
めには，社会的サービスの拡大や競争等の各種
制度を整備する主体としての国家がそれを導入
し拡大する必要があると構想していたと考えら
れよう．要するに，「国家が個人や社会の新し
い必要に応じて，経済的・道徳的環境を整備す
ることにより，自己啓発や各種社会的サービス
を市民に提供できる機会を保証しなければなら
ないということが明らかになれば，前世代の自
由主義と無関係になる」（3）と言うのである．
自由主義と新自由主義の基本的相違が政府の役
割の重視とその拡大を要求する点にある，とホ
ブスンは明確に主張している．「社会が競争機
能の崩壊や私的独占か公企業化という選択に対
峙し，また対峙せざるを得ない時，公共の安全
を妨げるような国家に対する反対は決して許さ
れない」（95）と述べていることから分かるよ
うに，国民の自由を保障する国家の広範な活動
はすべて容認されるべきであり，これらに対す
る干渉，批判は決して許されるものではない，
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と考えていたからである．
　新自由主義の体制を実現するためには，資本
主義制度の根幹である経済，司法，立法，行政，
選挙制度等の制度自体の改革を実施しなければ
ならない．「社会経済改革はすべて，一連の選挙，
立法，行政そして司法の過程を通して戦い，進
まなければならない」（5）とホブスンは言う．
特に，課税についての議決権が貴族院にある限
り，「社会政策の大きな問題は，地価に対する
課税，年金，失業救済，貴族院を含んでいる」（92）
と述べ，社会改革を実施するに当たっては，貴
族院の議決権がそのネックになっていることを
鋭く指摘している．
　このようにホブスンは古い自由主義を批判し
たが，「競争システムを廃止すること，すべて
の生産設備，分配，交換を社会化すること，さ
らにすべての労働者を公的使用人にすることを
目指しているのではない」（172）と主張してい
た．つまり，彼の目指している新自由主義は，
資本主義制度の基礎にある競争システムや私有
財産制度の維持が前提であり，これらの前提を
放棄することやすべて制度を社会化するという
社会主義の主張とは全く異なっていることを強
調する．なぜなら，彼の目的は，現実の経済変
化から発生した社会問題を生み出す経済的・社
会的・法律的・制度的規制の除去にあった．「新
自由主義はこの教義を身につけ，それの実行を
準備しつつある．法律上また経済上の特権が競
争を妨げ，無効にしているのは経済的事実であ
る．これらが下層の人びとの卑しい労苦や貧困，
上層の人びとの卑しい怠惰や贅沢の原因になっ
ている」（4）という主張から分かるように，競
争システムに対する障害や独占的私有財産制度
から貧困と失業という社会問題が発生してい
る，と捉えていたのである．
　次に，貧困については，「われわれは豊かな
人々の供給源に対する攻撃によってのみ貧困を
救済できる」（175）と指摘し，貧富の差が発生
し続けている限り，このような問題意識を持つ

ことが貧困を是正・解消するために必要なこと
である，とホブスンは訴える．つまり，貧困解
消のためには，「経済的正義の必要性に注目し，
それを主張するだけでなく，実現することが，
貧困の唯一の根本的な救済である」（175）と主
張し，経済的正義の実現が貧困の解決策になる，
とホブスンは言う．具体的には，「貧困の救済
策は機会均等である」（164）と述べていること
から分かるように，社会的正義の実現は「機会
均等」の実現であり，これが実現されない限り，
貧困を根源から解消できない，と主張するので
ある．
　また失業について，ホブスンは，「過少消費
が失業の経済的原因である」（Hobson 1896, 98）
と明確に指摘している．過少消費は，前節で示
したように，資本主義体制の市場で発生した余
剰（強制レント＝強制利益＝不生産的余剰＝不
労所得）の存在が過少消費の原因になっている
ため，レント論から説明できる．失業の原因が
過少消費である限り，失業の根源的原因はレン
ト論によって示すことができるのである．ホブ
スンのレント論に基づいて失業解消の方策を模
索すれば，政府が余剰をいかにして減少させ，
その部分を社会全体としていかに活用するか，
ということになろう．加えて，「重大でない原
因を十分に酌量した後，私は，失業が不景気の
一局面と一致するということ，および，事実の
分析をさらに進めることによって，過少消費を
産業上の弊害の直接的原因だということを立証
すると断言する」（Hobson 1896, viii）と述べ，
失業だけではなく，経済不況も過少消費から発
生する現象である，とホブスンは洞察している．
レント論は失業だけではなく，経済不況の根源
的原因も解明しようとするものであったのであ
る．
　ホブスンにとっては，このような社会問題の
解消を目指す具体的な手段が社会改革であっ
た．彼は，「国民の生活の改善と拡大のために」
（102）社会改革が不可欠な手段であると主張し，
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社会改革を実施する原資については，「確かめ
られる限りにおいてではあるが，土地のレント
や価値に対する直接税や累進課税は，この政策
と調和している」（102）と指摘し，社会改革は
多様な租税制度を実施することによって可能に
なる，と言うのである．「天然資源の個人的な
利用に対する平等な利用可能性はさておき，土
地を公的所有あるいは年々の評価に課税すると
いう平等の原理は，すべての社会構成員に利益
を等しくするために使う公的収入になる」
（Hobson 1909a, 98）．政府が社会改革を実施す
るための新たな課税を制度化しても，国民全体
から見れば，課税の平等の原理を損なうもので
はないと述べ，ホブスンは新たな課税を擁護す
るのである．
　最後に，新自由主義とレント論の関係につい
て，ホブスンは，社会問題としての貧困の直接
的原因は生産力の浪費や不公正な分配のように
生産部門や消費部門に存在していることが常態
であるため，これらを解消することが必要にな
ると言う．つまり，「貧困の主な原因は，機会
均等が公平に実現されていないことにある．な
ぜなら，このような不公正は，一方では，生産
力の浪費を意味しており，他方では，悪分配，
消費力の浪費を意味している」（Hobson 1909a,
164）のであるから，貧困解消のためには，悪
分配や生産力の浪費を改善しなければならない
のである．それゆえ，貧困の原因が消費力の減
少，すなわち生活水準の向上に役立たない強制
レント（ホブスンの引用文では経済的レントと
呼んでいる）にあると主張できることになると
同時に，「失業の説明を消費力の悪分配という
経済的レントや利潤の独占的要素に求めること
は当然で，必然な結果になる」（Hobson 1896, x）
訳であるから，失業の原因が強制レント，強制
利益，余剰にあるということは明らかである．
言い換えれば，レント論は，取引過程から強制
レント，強制利益，余剰（あるいは不生産的余
剰），不労所得や不労利益が発生することを浮

き彫りにしているため，貧困や失業とともに過
少消費説の原因を特定できることになる．
　加えてホブスンは，私有財産制度と自由競争
を前提にしているが，自由放任は否定している．
しかし，現実の資本主義では，競争が自由放任
にされているため，取引過程から強制レント，
強制利益，余剰（あるいは不生産的余剰），不
労所得や不労利益が発生している．要するに，
ホブスンの独自に定式化したレント論は，「私
は不況期に発生する過剰貯蓄と浪費が所得不平
等を生み出すことを明らかにするため，市場に
おける財と生産的サービスについての取引過程
を分析することにした」（Hobson 1938, 164 /訳
148―49）結果であると同時に，「生産的・消費
的総体とされる社会の厚生を保障すると信じら
れていた自由放任理論に対する反逆である」
（38 /訳 34）．これは国家の役割の拡大が真の自
由をもたらすという新自由主義の主張に他なら
ない．
　私有財産制度を破壊しない限り，社会改革の
原資としての課税対象は，次のホブスンの主張
から分かるように，生産性や生活水準の向上に
役立たない強制レント＝強制利益＝余剰（ある
いは不生産的余剰）＝不労所得＝不労利益に限
定することができる．ホブスンは，「経済レン
トや独占利潤を私的な努力や，それを生み出す
のに協力した企業を維持するために必要な価値
の上昇から区別することは，多くの場合は困難
であり，また，不可能な場合もあるであろう．
しかし，経済分析は，私有財産制度の本来の権
利や私利追求のいずれによっても正当化され
ず，国民が公共目的用に受け取り使うために必
要な不労所得の大きな資金が存在している事実
を明らかにしている」（Hobson 1896, 101）と主
張する．したがって，ホブスンによれば，「不
労利益の分配を受け取ることは財政上の権利」
（Hobson 1909a, xii）に他ならないのである．　
　とすれば，国家が強制利益，不生産的余剰，
不労所得や不労利益に課税することは生産性の
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向上や生活水準の向上をもたらすだけではな
く，消費や生産の向上に寄与することは明らか
である．それは「富者の手中にある消費力の余
剰は，その所有者にとっては，不労所得の可能
性があるが，むしろすべてが不労所得である．
例えば，都会の土地の価値上昇によって発生し
たものの一部は，公的の努力から得られたもの
であるから，健康的な国民生活を支援する公的
消費のための財産になる」（Hobson 1896, 99）
という指摘に明瞭に窺えるところである．要す
るに，社会進歩に役立たないこれらの部分に課
税することが，生産性や生活水準を向上させる
ために必要なことであり，「価格にこれらの強
制利益あるいは余剰要因があると認めること
が，社会改革の様々な方策を考慮するに際して，
重要な結果をもたらす」（Hobson [1900] 1972,
352）訳で，このような意味で，レント論が社
会改革の原資を特定するのに重要な役割を担っ
ているのである．
　新自由主義が資本主義制度の維持や発展を目
指している限り，資本主義制度の下で発生した
社会問題を解決するためには，生産性や生活水
準の向上をはかり，労働条件や生活環境を改善
させなければならない．言い換えれば，自由主
義を維持しつつ，資本主義体制の維持・発展を
促進させるためには，社会改革を実施せざるを
得ないということになるのである．以上の意味
において，ホブスンのレント論は新自由主義的
改革の理論的基礎という役割を担っていた，と
評価できると思われる．

大水善寛：青森中央学院大学経営法学部

注

1）　ホブスンの評価は時代とともに変化してき
た．例えば，1960年代には社会改革論者や経済
政策の提唱者という側面が重視され，70年代に
は新自由主義者の側面が評価されたように，個
別の側面に注目されたが，90年代にホブスン没
後 50年を記念した各種の著書が発表されたの

を契機として，新自由主義者，社会改革論者，
経済理論家，帝国主義の批判家という多様な側
面を総合的に捉え，ホブスン理論の体系化を目
指す研究が多くなってきた．ホブスンの評価の
変遷，および先行研究については，高橋（Hobson

1938 /高橋訳あとがき，1984, 1985a, 1985b），
姫野（1982, 1991）が詳しい．

2）　例えば，ネーマーズ（Nemmers 1956），アレッ
ト（Allett 1981），ケイン（Cain 2002, 31―32）等
のごく少数の研究者が若干の指摘をしている．
また姫野（1982, 1986, 1994）はレントと余剰の
それぞれを詳細に検討した上で，それらの関係
に言及しているが，本論文が意図しているレン
ト論をレント，利益，余剰概念から再構築して，
それを中心にホブスンの各種理論等を再検討す
るという研究はわずかである．注 14を参照の
こと．

3）　筆者はホブスンのレント論が 1891年 ‘The

Law of Three Rents’ に始まり，‘The Element of

Monopoly in Price’，1893 年 ‘The Subjective and

Objective Views of Distribution’，1894 年 ‘Does

Rent Enter into Price?’，1895 年 ‘The Monopoly

Rents of Capital’ 等の論文で議論され，これらの
内容が 1900 年 The Economics of Distribution で
最終的な定式化がなされたと理解している．

4）　限界生産力説は，1881年エッジワース（F. Y.
Edgeworth）の『数理心理学（Mathematical Psy-

chics）』，1890年マーシャル（A.Marshall）の『経
済 学 原 理（Principles of Economics）』，1894 年
ウィックスティード（P. H. Wicksteed）の『分
配法則の統合（An Essay on the Co-ordination of 

the Laws of Distribution）』，さらに 1899年クラー
ク（J. B. Clark）の『富の分配（Distribution of 

Wealth）』の刊行をもって，一般化する．
5）　引用文中のイタリック，ゴシック，‘　’ は，
以下本論文ではすべてアンダーラインを付して
置くことにする．

6）　ホブスンの限界生産力説の批判に対して，
マーシャルは，「現代の分配学説において，生
産の限界点で純正産物が果たしている役割は誤
解されがちである．特に多くの有能な著述家は，
1財の限界点での利用が全体の価値を支配して
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いることを表していると考えている．そうでは
なく，この学説は全体の価値を支配する諸力の
作用を研究するためには，限界に目を向けなけ
ればならないと言っている．両者の意味には大
きな違いがある」（Marshall [1890] 1997,（1）
410 /訳（3）124）とホブスンの主張に賛同して
いる．

7）　残余説は，通常，生産物の報酬が限界生産力
によって完全分配されることが確定されるとと
もに，姿を消すことになる（岸本 1975 II, 126）．

8）　フェビアン協会にはポドモア（F. Podmore），
ピーズ（E. R. Pease），ブランド（H. Bland），ショ
ウ（G. B. Shaw），ウェッブ夫妻（S. and B.Webb）
等が所属していた．フェビアン主義の特徴は，
マルクス主義のような統一的・包括的世界観の
放棄，特定の理論よりも具体的なプログラムを
重視，社会主義実現のため思想や政策を政治家
と知識階級に浸透させる立憲的方法の採用，社
会主義の担い手をプロレタリアートだけに限定
しない，リカードウの差額地代論やジェヴォン
ズの限界効用理論の採用等にあった．

9）　ウェッブやフェビアンのレント論について
は，Ricci（1969），Thompson（1994），江里口（1994）
を参照のこと．

10）　ホブスンとフェビアンの思想的な共感は続い
ていたが，「フェビアンでさえ，私の判断では，
資本主義の最大の弱点を攻撃せず，またフェビ
アン論集は偏見のない少数の経済学教育に対し
ては優れた貢献を行ったが，大衆への訴えかけ
では力を発揮できなかった」（Hobson 1938, 29 /

訳 26）．フェビアンと決別した最大の理由は，
ホブスンの求めていた社会改革とフェビアンの
それとが異なってきたからであったと見てよい
だろう．

11）　フェビアンとホブスンの関係について，ク
ラーク（P. Clarke 1978, 51―52, 97―99）は両者が
密接な関係にあったと捉えているし，ケイン
（Cain 2002, 27―28, 31 footnote）もレントがフェ
ビアンの影響から生まれたと主張している．し
かし，フリーデン（Freeden 1978, 71―74）は両
者の出発点が同じであったにせよ，途中から枝
分かれして，最終的に両者は全く異なった主張

になったと指摘している．
12）　ウェッブの経済的レントは，最小の報酬以上
のもの，例えば労働については能力の経済レン
ト，資本については利子の経済的レント，土地
については土地の経済的レントと呼ぶものから
成り立っている．

13）　クラーク（Clark 1891）のレントの内容につ
いては，田中（2006）の第 4章が詳しい．ホブ
スンは，クラークの限界生産力説について，「こ
れは，限界単位の個々の生産力が何も決定しな
いにもかかわらず，分配が生産力の通りに発生
するような自由な競争的産業社会の理想形を示
している」（Hobson 1909b, 113）と，新古典派
の言う自由な市場を前提にしていると指摘し，
「生産が有機的協同ではなく単に機械的である
という，自由でしなやかな産業制度であるとす
るならば，その時には，疑いなく，個々の生産
物がそれぞれの要素から生産されていると考え
ることができるであろうし，それぞれの要素は
自身が生産したものを獲得できる．しかし，そ
うした体制は存在しない」（114）と述べ，現実
の産業体制の下では，こうした想定は存在しな
いと批判する．この結果，ホブスンは，「限界
増加分，あるいはそれが個々の生産物を生産す
るとか，それが集団の構成員に対する賃金を決
定するのに特別な役割を担っているという考え
は全くのごまかしである」（110）とクラークを
批判することになるのである．

14）　注 2で指摘しておいたように，姫野（1982,
1986, 1994）は各種レントや利益を個別に言及
し，それらの具体的内容を検討するとともに，
余剰との関係についても言及している．だが，
本論文で再構成したように，ホブスンの理論は
3つのターム・概念装置から組み立てられてい
ること，すなわちレント論が抽象概念として捉
えるレント，これを具体的認識可能概念として
捉え直す利益，さらに政策論的概念として鋳造
された余剰から構成されているという事実，さ
らにそのような独自のレント論が資本主義制度
の根幹をなす市場経済の特徴に由来するもので
あるという事実には，あまり言及されていない．

15）　ホブスンは著書，論文等により，強制レント
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を土地の独占から発生する経済レント，企業の
独占から発生する独占レント，他の独占から発
生する希少レントと様々な名称で呼んでいる
が，これらすべてが競争の自由が損なわれた状
態で発生していることから，本論文ではこれら
を一括して，強制レントと呼ぶことにする．

16）　ホブスンは，生産要素の利用を未分化な利用
（unspecialized employment）と特殊化した利用
（specialized employment）に分類している．前者
は発展途上の資源の利用を示しており，後者は
高度に発展した資源の利用を示している．

17）　ホブスンは，「土地，労働，資本の利用に対
するどのような支払いが財の市場価格に構成す
るかが主要な問題である」（Hobson [1900] 1972,
157）と述べ，また「生産要素の利用の価格が
競争や取引から決定されている限り，レント，
利子，賃金を決定する方法は本質的に馬や穀物
の価格を決定する方法と同じである」（126）と
も述べていることから，取引過程でレントが決
定され，そのレントが価格を構成すると捉えて
いる．とすれば，「ある種の財の価値が生産費
によって，それ以外は効用によって決定すると
提唱されている折衷案を否定できる」（85）こ
とになり，レントの提示は価値や費用と価格の
関係を放棄できることになる．つまり，ホブス
ンのレント論（分配論）は，価値ではなく，レ
ントによって決定された価格の大きさが分配を
決定するのである．

18）　ホブスンの価格決定は（11―15），Aから Hま
での 8人が馬の売り手であり，それぞれの販売
価格の下限は Aが 10, Bが 11,…, Hが 26となっ
ており，Iから Rまでの 10人が馬の買い手であ
り，それぞれの購入価格の上限は Iが 15, Jが
17,…, Rが 30となっていると想定している．例
えば，価格が 10以下の場合には売り手が 0人
であり，11の場合は売り手が 2人になり，15

の場合は売り手が 3人，買い手が 1人になり，
価格の上昇とともに売り手の数とともに買い手
の数も変化する．価格が 20の場合は売り手が 5

人，買い手が 6人になるが，取引は成立しない．
つまり，売り手と買い手の人数が一致しなけれ
ば，取引は成立しない．価格が 21を過ぎた場

合は売り手と買い手が 5人ずつになるため，こ
の価格で取引が成立することになる．また価格
が 21½以上になれば，売り手の人数と買い手
の人数が逆転して，取引が成立しない．この結
果，取引が成立するのは，価格が 21から 21½
までの間だけである．ホブスンの価格決定は
オーストリア学派のベーム―バヴェルク（E. von.
Böhm-Bawerk）の独占市場の価格決定（限界対
偶理論）と同じものである．

19）　特別利益は，生産の限界支出から測られる生
産者レント（producer’s rent）と消費の限界支出
から測られる消費者レント（consumer’s rent）か
ら構成されている（Hobson [1900] 1972, 47―54）．
生産者レントは 1月，1年という一定期間の売
上から費用を差し引いた純利益（net profit）で
あり，消費者レントは一定期間の所得から必需
品等の消費を差し引いた金額，すなわち貯蓄額
と等しくなる．ホブスンの生産者レント，消費
者レントは常に一定期間内に具体的金額として
発生するという特徴がある．マーシャルは生産
者レント，消費者レントを生産者余剰，消費者
余剰（consumer’s surplus）と呼び，ホブスンと
一部重なる認識を持っていた．しかし，生産者
余剰（producer’s surplus）は生産者の受け取る収
入と費用の差額，消費者余剰は支払う意思があ
るにもかかわらず，実際には支払わずにすんだ
部分であると定義している．ホブスンは上記の
ように特別利益を定義しているが，強制利益と
特別利益は土地の独占的占有，寡占・独占企業
等による競争の自由が損なわれた結果発生する
ものであるため，本論文では，強制利益と特別
利益を一括して強制利益と呼ぶことにした．

20）　余剰と費用の関係については，ホブスンの
The Industrial System （1909b）を主な典拠として
いる．また Rossman（1991）が両者の関係を詳
細に述べている．ホブスンは費用と余剰の関係
を示しているだけでなく，余剰を定義する際に，
各種のレント概念も同時に組み込んだため，費
用から見た余剰概念とレント，利益の延長線上
の余剰概念が密接に関連づけられることになっ
ている（Hobson 1909b, ch. IV）．またここでは，
生産要素として企業家の存在と機能を主張して
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おり，その報酬は利潤である．したがって，費
用は賃金，利子，地代そして利潤（The Eco-

nomics of Distribution（[1900] 1972）では示され
ていない）から構成されることになる（ch.
IV）．つまり，レント論から見れば，企業者の
報酬も，レント，利益，余剰という 3つのカテ
ゴリーから構成されていることになる．

21）　レント論において注意すべきことは，レント
では，限界レントは機能・内容・数値で明確に
示されるが，差額レントと強制レント，差額利
益と強制利益，さらに生産的余剰と不生産余剰
は機能・目的の点で峻別できるだけであって，
差額レントや強制レント，差額利益や強制利益，
生産的余剰や不生産的余剰の区別を数量的に捉
えられない，という点である．つまり，生産性
や生活水準の向上や技術進歩等に必要な部分
と，独占的状態においても発生する部分，さら
に両者の複合的な部分との量的な区別が曖昧に
なるのである．しかし，課税対象を強制レント，
強制利益，不生産的余剰に限定すれば，この曖
昧な部分に境界線を引くことができる．この結
果，厳格な課税は，一方では，強制レント，強
制利益，不生産的余剰を減少する手段になるば
かりか，他方では，差額レント，差額利益，生
産的余剰を増加させる手段になり得るのであ
る．

22）　ホブスンの新自由主義については，Clarke

（1978），Freeden（1978）を始めとして，安保
（1982），姫野（1986），岡田（1991, 1994），八
田（2001），藤井（2001）を参照のこと．

23）　ホブスンの新自由主義の原型が出来上がった
時期について，姫野は，「最近のホブスンにお
ける新自由主義への関心は Social Problem; Life 

and Work（1901）や The Crisis of Liberalism; New 

Issues of Democracy（1909）といった 1900年以
降の著作に注目するものであるが，ホブスンに
おける新自由主義の内容は以上見たように 90

年代の前半にその原型が出来上がっていたとい
えるであろう」（姫野 1986, 24）と指摘している．
ホブスン自身も，「90年代のこの時期に属する
その他の交友関係も，同じ傾向，すなわち，経
済学と政治学の密接な関係と，両者を調和させ，

それらをともに人間的厚生の技術というより広
い概念の下に位置づける社会倫理の探求とに力
を貸した」（Hobson 1938, 55 /訳 50）と主張して
いたから，1990年代には出来上がっていたと捉
えるのが妥当である．
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